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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

   しておりません。       

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期

第１四半期連結 
累計(会計)期間

第74期
第１四半期連結 
累計(会計)期間

第73期

会計期間
自  平成21年10月１日
至 平成21年12月31日

自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日

自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日

売上高 (千円) 845,544 720,061 3,254,273 

経常利益 (千円) 69,612 59,685 201,951 

四半期(当期)純利益 (千円) 37,083 26,555 51,906 

純資産額 (千円) 3,718,267 3,718,652 3,734,957 

総資産額 (千円) 4,807,553 4,689,159 4,739,547 

１株当たり純資産額 (円) 994.77 992.93 998.75 

１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) 9.94 7.12 13.91 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

(円) － － －

自己資本比率 (％) 77.2 79.0 78.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,896 102,542 15,745 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 41,598 32,153 191,074 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 46,431 △ 46,820 △48,681

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 2,206,229 2,455,180 2,367,304 

従業員数 (名) 81 87 77 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
  (注) １.従業員数は就業人員であります。 

２.従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
  (注) １.従業員数は就業人員であります。 

２.従業員数欄の［外書］は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 78［11］

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 68［11］
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第２ 【事業の状況】 

 当社グループの事業は、出版事業及び出版付帯事業の単一セグメントであるため、事業別に記載してお

ります。 

(1) 生産実績 

当第１四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 事業間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 事業間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事  業

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 
  至 平成22年12月31日) 

(千円)

前年同四半期比（％）

出版事業 786,822 ─

出版付帯事業 36,923 ─

合計 823,745 ─

事  業

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日  
  至 平成22年12月31日) 

(千円)

前年同四半期比（％）

出版事業 683,137 ─

出版付帯事業 36,923 ─

合計 720,061 ─

相手先

前第１四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日 
  至 平成22年12月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本出版販売㈱ 130,760 15.5 122,333 17.0 

㈱トーハン 109,943 13.0 94,524 13.1 
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当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間のわが国経済は、好調なアジア等新興国向けの輸出やエコポイント制度

等の景気対策で景気底入れ感が見られるものの、厳しい雇用情勢や所得環境が依然として続いてお

り、先行きが不透明な状況にあります。  

 当社グループの属する出版業界も電子書籍等で話題を提供しているものの、依然として厳しい経営

状態が続いております。  

 このような状況のなか、当社グループは前年度と同状態のまま第１四半期が推移いたしました。そ

の結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は720百万円（前年同四半期比14.8％減）、営業利

益は52百万円（前年同四半期比16.1％減）、経常利益は59百万円（前年同四半期比14.0％減）、四半

期純利益は26百万円（前年同四半期比28.4％減）となりました。  

 事業別の概況は次のとおりです。  

(出版事業)  

 厳しい環境時こそチャンスがあると考え、読者の視点に立った本作り・企画開発を積極的に行おう

と活動いたしました。しかし、現段階では成果に結びつかず、出版点数は78点と前年同四半期を20点

下回りました。また、費用対効果を考え広告宣伝費を前年同四半期比で17百万円減少するなど経費を

削減しました。その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は683百万円、営業利益は45百万円と

なりました。  

(出版付帯事業)  

 出版付帯事業の主力事業は、当社雑誌への広告請負代理ですが、紙媒体への広告が減る中、活路を

見出せない状況が続いております。その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は36百万円、営業

損失は１百万円となりました。  

  

(2) 財政状態の分析 

(資産の部) 

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は4,689百万円となり、前連結会計年度末に比べ50

百万円減少いたしました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少94百万円による流動資産の減少27

百万円、事業保険積立金の減少25百万円等による固定資産の減少23百万円によるものです。 

(負債の部) 

負債は970百万円となり、前連結会計年度末に比べ34百万円減少いたしました。これは主に、支払

手形及び買掛金の減少41百万円等による流動負債の減少37百万円によるものです。 

(純資産の部) 

純資産は3,718百万円となり、前連結会計年度末に比べ16百万円減少いたしました。これは主に、

期末配当金の支払いにより利益剰余金が21百万円減少したことによるものです。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの分析 

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は2,455百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ87百万円増加いたしました。 
  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は102百万円(前年同四半期比100百万円増)となりました。これは主

に、賞与引当金の減少額35百万円や仕入債務の減少額41百万円があったものの、税金等調整前四半期

純利益60百万円及び売上債権の減少額94百万円があったことによるものです。 
  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果獲得した資金は32百万円(前年同四半期比9百万円減)となりました。これは主に、

有形固定資産の取得による支出36百万円があったものの、定期預金の純減少額42百万円や保険金の解

約による収入26百万円があったことによるものです。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は46百万円(前年同四半期比0百万円増)となりました。これは配当金

の支払い46百万円によるものです。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありま

せん。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改善、除却、売却等の計画は

ありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

    該当事項はありません。        

  

(4) 【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

  

(6) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,890,000 

計 7,890,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年2月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,398,464 4,398,464 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード)

 
１単元100株であります。 

 

計 4,398,464 4,398,464 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年10月1日～ 
  平成22年12月31日 

－ 4,398,464 － 383,273 － 203,710 

― 8 ―



  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注) 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式25株が含まれております。 

  

  

② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪所証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであ

り、それ以前は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものです。 

  

  平成22年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 287,600 
―

権利内容の何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式
4,107,700 

41,077 同上 

単元未満株式 普通株式 3,164 ― 同上 

発行済株式総数 4,398,464 ― ―

総株主の議決権 ― 41,077 ―

 平成22年9月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社中央経済社 
東京都千代田区 
神田神保町１－31－２  287,600 － 287,600 6.53 

計 ― 287,600 － 287,600 6.53 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 328 329 347 

最低(円) 301 294 320 

― 9 ―



  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

(1) 新任役員 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書提出日までにおいて、該当事項はありません。

  

(2) 退任役員 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期報告書提出日までにおいて、該当事項はありません。

  

(3) 役職の異動 

  

 
  

３ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常勤監査役 監査役 松尾  武 平成23年１月17日

監査役 常勤監査役 齊藤 純哉 平成23年１月17日
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成を適

用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,816,760 2,422,104

金銭の信託 650,619 －

受取手形及び売掛金 ※２  844,607 939,149

商品及び製品 484,642 456,206

仕掛品 30,349 57,593

原材料及び貯蔵品 8,769 9,921

その他 95,481 73,454

貸倒引当金 △4,054 △4,190

流動資産合計 3,927,177 3,954,239

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  72,218 ※１  73,531

土地 376,551 376,551

その他（純額） ※１  10,774 ※１  10,111

有形固定資産合計 459,544 460,194

無形固定資産 23,507 23,507

投資その他の資産   

投資有価証券 139,379 138,996

繰延税金資産 81,169 79,639

事業保険積立金 44,118 69,435

その他 17,751 18,190

貸倒引当金 △3,487 △4,654

投資その他の資産合計 278,931 301,606

固定資産合計 761,982 785,308

資産合計 4,689,159 4,739,547
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 474,662 516,229

未払法人税等 19,932 2,864

返品調整引当金 64,604 57,228

賞与引当金 14,303 49,985

その他 189,383 173,962

流動負債合計 762,884 800,269

固定負債   

退職給付引当金 205,889 202,010

負ののれん 1,732 2,310

固定負債合計 207,622 204,321

負債合計 970,507 1,004,590

純資産の部   

株主資本   

資本金 383,273 383,273

資本剰余金 203,710 203,710

利益剰余金 3,416,883 3,438,828

自己株式 △299,620 △299,620

株主資本合計 3,704,246 3,726,191

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 203 －

評価・換算差額等合計 203 －

少数株主持分 14,202 8,766

純資産合計 3,718,652 3,734,957

負債純資産合計 4,689,159 4,739,547
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 845,544 720,061

売上原価 490,102 419,409

売上総利益 355,442 300,651

返品調整引当金繰入額 15,924 7,376

差引売上総利益 339,518 293,275

販売費及び一般管理費 ※  276,564 ※  240,431

営業利益 62,953 52,844

営業外収益   

受取利息 1,572 948

受取配当金 39 42

受取地代家賃 1,805 1,941

負ののれん償却額 1,155 577

その他 2,226 3,510

営業外収益合計 6,799 7,020

営業外費用   

投資有価証券評価損 139 －

その他 0 0

営業外費用合計 139 0

経常利益 69,612 59,865

特別利益   

貸倒引当金戻入額 616 136

賞与引当金戻入額 － 150

特別利益合計 616 286

税金等調整前四半期純利益 70,228 60,151

法人税、住民税及び事業税 14,142 18,415

法人税等調整額 15,547 9,744

法人税等合計 29,689 28,159

少数株主損益調整前四半期純利益 － 31,992

少数株主利益 3,455 5,436

四半期純利益 37,083 26,555

― 14 ―



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 70,228 60,151

減価償却費 1,952 2,412

負ののれん償却額 △1,155 △577

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,771 △1,303

賞与引当金の増減額（△は減少） △36,042 △35,682

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,943 3,879

返品調整引当金の増減額（△は減少） 15,924 7,376

投資有価証券評価損益（△は益） 139 △179

受取利息及び受取配当金 △1,612 △991

売上債権の増減額（△は増加） 11,103 94,541

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,479 △39

仕入債務の増減額（△は減少） △32,162 △41,567

未払消費税等の増減額（△は減少） 180 1,968

破産更生債権等の増減額（△は増加） 6,736 1,166

その他 33,104 11,353

小計 64,090 102,509

利息及び配当金の受取額 697 916

法人税等の支払額 △62,890 △883

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,896 102,542

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 42,600 42,600

有形固定資産の取得による支出 △2,540 △36,762

保険積立金の積立による支出 △1,519 △1,209

保険積立金の解約による収入 － 26,525

貸付金の回収による収入 3,058 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 41,598 32,153

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △172 －

配当金の支払額 △46,259 △46,820

財務活動によるキャッシュ・フロー △46,431 △46,820

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,936 87,875

現金及び現金同等物の期首残高 2,209,166 2,367,304

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,206,229 ※  2,455,180

― 15 ―



【継続企業の前提に関する事項】 

当第１四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

    該当事項はありません。    

  

【表示方法の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

   一般債権の貸倒見積高の算定方法 

    当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変 

   化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定し 

   ております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至 平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書) 

 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年９月30日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   56,566千円 

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に  

  については、満期日に決済が行われたものとして  

  処理しております。 

   なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機  

  関の休日であったため、次の四半期連結会計期間 

  末日満期手形が、当第１四半期連結会計期間末残 

  高から除かれております。 

     受取手形          9,750千円  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   54,153千円 

             ―――― 

                 

         

― 16 ―



  

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

  

 
  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  
２ 自己株式に関する事項 

 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日  
  至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日  
  至 平成22年12月31日)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 は次のとおりであります。 

   荷造運搬費           17,746千円 

      広告宣伝費           42,588 

   役員報酬            36,255 

   給料手当            64,340 

   賞与               8,309 

      賞与引当金繰入額         8,133 

      退職給付費用           2,145 

      福利厚生費           11,567 

      旅費交通費           10,936 

      租税公課             3,610 

   支払手数料           34,541  

      減価償却費                       1,476   

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 は次のとおりであります。 

   荷造運搬費           15,929千円 

      広告宣伝費           25,325 

   役員報酬            32,754 

   給料手当            61,748 

   賞与               7,317 

      賞与引当金繰入額         7,916 

      退職給付費用           6,262 

      福利厚生費           11,903 

      旅費交通費            9,570 

      租税公課             3,890 

   支払手数料           23,957  

      減価償却費                       1,921   

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日  
  至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日  
  至 平成22年12月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金 2,418,429千円

預入期間が３か月超の定期預金  △212,200〃 

現金及び現金同等物 2,206,229千円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 

現金及び預金 1,816,760千円

金銭の信託 650,619〃 

預入期間が３か月超の定期預金 △12,200〃 

現金及び現金同等物 2,455,180千円

 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,398,464 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 667,625 
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４ 配当に関する事項 

     (1)  配当金支払額 

 
  
     (2) 基準日が当連結会計年度の開始から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、  

配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの  

  該当事項はありません。  

  
５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

 前連結会計年度末日に比べて著しい変動はありません。 

  

(金融商品関係) 

金融商品のうち、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日と比較して著しい変動が認められるものはありません。 

  

(有価証券関係) 

 当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっております

が、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

該当事項はありません。 

  

(賃貸等不動産関係) 

該当事項はありません。 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月15日 
定時株主総会 

普通株式 48,500 13 平成22年9月30日 平成22年12月16日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注)1. 当社の事業区分は、事業の種類の類似性を考慮して、出版事業と出版以外の事業とに区分し 

ております。 

    2. 各事業の主な製品・サービス 

   (1) 出版事業……………書籍・雑誌の出版及び販売 

   (2) 出版以外の事業……雑誌広告請負代理等、商品カタログ、販売促進用パンフレットの企画 

              ・制作、出版物の商品管理、不動産管理・賃貸業務等 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

  前第１四半期連結累計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

   本邦以外の国又は地域に所在する支店又は連結子会社がないため、記載を省略しております。 

  

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

   国内売上のみのため、記載を省略しております。 

  

  

 
出版事業 
(千円)

出版以外の
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結 
(千円)

売上高   

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 792,676 52,868 845,544 ― 845,544 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 451 27,779 28,230 △28,230 ― 

計 793,127 80,648 873,775 △28,230 845,544 

営業利益 50,550 2,203 52,754 10,199 62,953 
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【セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 当社グループは、当社及び子会社3社で構成され、主に企業経営全般に関する専門書籍、雑誌の出

版・販売を行う出版事業と広告請負代理等を行う出版付帯事業からなっております。従来、事業の種類

別セグメントとして出版事業と出版以外の事業に分けて開示してきました。しかし、広告請負代理は当

社の発行する雑誌に掲載する広告を請け負っているものであり、雑誌制作全体から見て一体のものであ

るといえます。したがって、事業セグメントは単一と判断し、記載を省略しております。 

  

(追加情報) 

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 
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(１株当たり情報) 

  

１ １株当たり純資産額 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年９月30日)

  

 992.93円
 

998.75円

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年10月１日  
  至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日  
  至 平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 9.94円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。 

 

 

１株当たり四半期純利益 7.12円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益金額については、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。 

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日 
  至 平成21年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日 
  至 平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 37,083 26,555 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 37,083 26,555 

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,731 3,730 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

― 22 ―



  
平成22年２月８日

株式会社中央経済社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社中央経済社の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央経済社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任
社員 
業務執行社員

公認会計士   岡     研  三  印 

指定有限責任
社員 
業務執行社員

公認会計士  福  村     寛  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年２月８日

株式会社中央経済社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社中央経済社の平成22年10月１日から平成23年９月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年10月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中央経済社及び連結子会社の平成

22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任
社員 
業務執行社員

公認会計士   岡     研  三  印 

指定有限責任
社員 
業務執行社員

公認会計士  福  村     寛  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年２月９日 

【会社名】 株式会社中央経済社 

【英訳名】 CHUOKEIZAI-SHA,INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  山 本 憲 央 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役会長兼ＣＥＯ  山 本   継 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田神保町１丁目31番地２ 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長山本憲央及び当社最高財務責任者代表取締役会長兼ＣＥＯ山本 継は、当社の第74

期第１四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引

法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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